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日米構造協議の経済学＊
田中茂和
I はじめに
周知のように，日米貿易摩擦現象は最近の事例にとどまらない。これまで
日米貿易摩擦の対象となった主たる産業を列挙すれば， 1950年代に端を発し
た繊維，鉄鋼をはじめ， 70年代ではテレビ， 80年代に入って工作機械，自動
車， VTR,半導休などが相次いで登場した。
日米構造協議もまたこれまでの個別産業における日米貿易不均衡問題と同
様に，日米間の貿易不均衡を背景とするが，これまでの「貿易摩擦交渉」と
は大きく異なる点に注目すべきであろう。•
1985年1月のレーガン・中曽根会談以降，市場重視特別協議 (Market
Oriented Sector Selection)が開始され， 89年9月以降 5回にわたる日米
欅造協議 (StructuralImpediments Initiative)の結果， 90年4月に中間報
告，そして 6月末に最終報告書がとりまとめられ公表された。
＊日米構造協議は事前交渉を含め約一年間にわたる二国間協議を経て90年6月の
最終報告書の呈示により終りを告げた。今後は米国の主張する followupを待つ
のみである。
日米貿易不均衡に関する経済学的分析は数多く展開されているが，その解決策を
求めて行われる政治的交渉に関して学問的評価を与えようとする試みは際だって少
ない。だが，貿易摩擦という経済現象ないしは経済問題の政治問題化が進んでいる
今日，そうした解決のあり方をめぐって何らかの学問的評価を与えることは決して
マイナーな事ではないし，理論と実証という政策科学の原則に立つ経済学上重要な
作業に思える。
なお，経済学サイドから日米構造協議問題についての論理展開を求める点では，
筆者は石黒 (1990)の主張と軌をーにする。
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ところで， 80年代に入ってこれまでの日米貿易摩擦現象のとりあつかいに
大きな変化がみられる。というのは，これまで経済学的にいえば，比較劣位
化しつつあるアメリカの産業と日本の比較優位化しつつある産業の間での構
造調整が主たる課題であった。したがって，調整コストの負担や調整ラグを
中心に，純粋に経済学的な視点から解決ないしは調整を図ろうとする姿勢が
日米両国にあった。
しかし， 80年代に入って米国の対外貿易赤字が急速に拡大するにつれ， と．．．．．．．．． 
りわけその最大の赤字相手国である日本に対して経済の論理をこえたレヴェ
ルでの交渉が求められるようになった。日米構造協議では日米間の貿易不掏
衡がすぐれて貯蓄• 投資バランスの問題であることが強く認識されたもの
の，マクロの経済問題がミクロ的処方箋によって解決されうるか，という問
題がとり残されたままである。このことは同時に，これまでの日米貿易摩擦
に一貫してみられた日米産業間調整といったものから両国間での広範囲な市
場構造調整へと交渉の次元が移行したことを意味する。
本稿ではこうした問題解決の姿勢における変化を意識しながら， 日米構造
協議の意義を経済学の観点から改めて考えよう。
r 日米間における貿易構造の非対称性
日米間の貿易構造（品目構成）を観察すると際だった非対称性が浮ぴあが
る。輸出入品目を大ざっばに工業製品と第1次産品（食料・原材料・燃料）
に二分すると，米国の工業製品輸出／総輸出比率は82年67.9%, 87年71.1%
であり，一方工業製品輸入／総輸入比率はそれぞれ57.2%,77.0%であった。
これに対して日本の工業製品輸出比率は82年96.8%,87年97.3%,他方工業
(!) 
製品輸入比率は82年22.6%,87年40.7%であった。
このように， 日本の工業製品輸入拡大と米国の工業製品輸出拡大が傾向と
して指摘されるものの， 日米両国比較によれば依然として日本の工業製品輸
出比率およぴ米国の工業製品輸入比率の相対的大きさが目立っている。こう
(1) 日本銀行 (1989)参照。
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した輸出入品目構造における日米間の非対称性は，いうまでもなく日本が相
対的に資源不足国であるという要素賦存比率における日米間の差異を反晩し
ている。
しかし，貿易不均衡の存在にとってより重要なかかわりを持つのは，両国
の輸出入関数の相進であろう。日米貿易における輸出入弾性値を計測してみ
ると， 所得弾性値は米国の対日輸出（日本の対米輸入） についてその値は
0.93, 日本の対米輸出（米国の対日輸入）について3.88である。他方，価格
弾性値は米国の対日輸出（日本の対米輸入）で0.77, 日本の対米輸出（米国
(2) 
の対日輸入）で1.28である。
明らかに米国の対日輸入弾性値は価格，所得両弾性値とも米国の対日輸出
弾性値より大きい。その上， 日本は米国に比べて貿易相手国全般について，
(3) 
輸出の所得弾性値が大きく輸入の所得弾性値が小さい。
輸出入の弾性値に関する日米間のこうした相逮は，先にみた日米間におけ
る貿易構造の差異が米国の輸出が増えにくく輸入が増えやすいこと，そして
日本は逆に輸出が増えやすく輸入が増えにくい体質にあることを物語ってい
る。
以上述べてきた日米の輸出入構造における非対称性は，日本の対米貿易黒
字を極めて自然な経済現象としてみなしうるかのごとき印象を与えるかも知
れない。製品輸入は原材料輸入に比べて所得弾性値は大きい。製品輸入比率
についてはさまざまな定義によってちがいを生じるものの，いずれにせよ日
本は主要先進諸国の内で比較的低い水準にある。そしてこの製品輸入比率の
低さは日本の貿易黒字の創出に貢献しているという主張，さらにはそれ自体
日本における市場保護のあかしであるともいわれている。
とはいえ，こうした見方はいささか短絡的であり，経済学的思考から逸脱
したものであるといわざるを得ない。国土が狭く，多くの天然資源が稀少で
あるから，これら資源の一人当り賦存比率をアグリゲート・レヴェルで算定す
(2) 日本銀行 (1987),PP. 3-5参照。
(3) 経済企画庁 (1990),P. 233参照。
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れば主要先進諸国の中で製品輸入比率が低い水準になることは，容易に想像
できよう。しかも，我が国の貿易相手国との距離を考えるならば，相対的に高
くつく輸送費用の存在は無視できない。このように要素賦存比率や輸送費用
(4) 
を考慮するなら，日本の比較優位が製品に強く偏向するのは驚くに当らない。
ところで，先進諸国間の代表的な国際分業形態は産業内貿易である。産業
内貿易理論は規模の経済性と製品差別化をコアとして水平分業を説明する。
かくして，産業内貿易理論は製品輸出比率の上昇につれ，製品輸入が拡大す
ることを示唆しよう。輸送費の存在は規模の経済性に基づく比較優位を低下
せしめる一方，製品差別化は非価格競争力の優位性を指摘する。
したがって，資源多消費型・価格要因重視型の製品よりも資源節約型・非
価格要因重視型の製品を中心として日本の主要輸出品目が展開していくの
は，経済理論から支持されよう。
次に輸入/GNP比率からみても，日本経済が経済規模との相関でスクンダ
ードから乖離しているとはいえない。さらに，最近における日本の製品輸入
比率の上昇は，輸送費用のかさばらないアジア NIEsからの輸入が中心とな
っている。
皿 貿易不均衡は二国間交渉になじむか
ここで疑問が生じるのは，貿易不均衡の是正が構造協議のような二国間交
渉で解決しうるものであろうか，という点である。ちなみに，世界経済（自
由世界）を米国， 日本， EC, アジアNIEsの4極に分けると， 次図のよう
な見取り図となる。
図の⑤は貿易黒字， eは赤字を表わし，黒字ないしは赤字幅の大きさはそ
れぞれの国（地域）からみた相対的なものである。この図から明らかなよう
に，米国は対日，対 EC,対アジア NIEsの3極すべてに対して貿易赤字を
かかえているのと対照的に，日本はこれらすぺてに対して貿易黒字をかかえ
(4) この点に関してバーグステン・クライン (1986),PP.102-112の分析は緻密か
つ説得的である。
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（出所）通産省「通商白書：平成元年版総論」より作成。
表1 米国との二国間貿易黒字
（単位： 10億ドル）
-—- _I 
世界計
日本
西ドイツ
イタリー
カナダ
Iアジア NIEs
Iメキシコ I
1980年
19.5 
10.1 
0.9 
-1.1 
0.7 
3.0 
-2.6 
1988年
I 
119.8 
52.1 
12.1 
4.8 
10.6 I 
28.4 
2.6 
ている。 ECはその中間で日本，アジ
ァNIEsに対して赤字，米国に対して
黒字である。
ここですべての極に対して貿易赤字
をかかえている米国に対して貿易黒字
である国々を列挙すれば，左のように
なる。着実に米国の対外貿易赤字が拡
大しており，対日赤字が最たるもので
（出所）「日本経済新聞」。 あることに遮いはない。表1は80年と
88年とを比べて，この間に米国の貿易赤字が国別にどのように変化したかを
示している。この期間における対米貿易黒字幅拡大をみると， カナダが15.1
倍，西ドイツは13.4倍， そしてアジア NIEsは9.5倍と日本の5.2倍をはる
かに上回り，対米黒字は二国間収支にとどまらず対世界に広まっていること
がわかる。
かくして， 日本の対米黒字がひときわ大きく問題視されるのは， 日本の貿
易規模の総対的大きさから生じる一それは決して不自然な経済現象でない一
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対米貿易黒字の巨大さによることが大きいことが，これまでの考察から導か. . . . . . . . . . . . . . .. . . . . . 
れよう。要するに， 日本は対米貿易黒字傾向を示す主要貿易相手国の一つに. . . .
すぎない。
いうまでもなく，貿易は多角的に行われる以上，二国間でのみ貿易不均衡
を解消しょうとする努力には何らの経済的合理性は認められない。 80年現在
で対米貿易では赤字国であったイクリー， メキシコでさえ日本を上回るスピ
ードで貿易黒字に転じていることこそむしろ注目すべき事実であろう。
w 市場アクセスと市場プレゼンス
日米構造協議において相互主義が米国の要求の背景にあったことは事実で
ある。つまり， 日本企業が米国市場にアクセスできるのと同じように，米国
企業が日本市場にアクセスできるようにすべきだという考え方である。
市場アクセス機会が相互に均等であることが経済的に重要であることは，
論をまたない。市場アクセス機会を事後的なデークから観察する上で市場浸
透度という尺度を用いるなら，貿易機会（輸出）のみならず現地生産・販売
機会（直接投資）という参入チャネルは見過せない。外国市場へのアクセス
が貿易機会に限定されない以上，貿易取引だけでもって2国間の市場アクセ
スのアンバランスを論じるなら，事実に対する正当な評価を歪めることにな
ろう。
参考のため， 日米の市場浸透度を両国の直接輸出と両国の硯地子会社販売
の総計から算定した結果と示せば，次のようである。
表2 日米相互の市場混透度 (1984年） （単位： 10億ドル）
1米国の売日本 1日本の米売国 i 差への販 への販 弓lI 
輸出(f.o. b.) (1) 23.58 60.43 (-) 36.85 
相手国における子会社による販売額
総 額 43.90 12.80 31.10 
出資比率ウェイト販売額 [2) 31. 70 10.20 21.50 
合 計 (1)+(2) 55.2s I 70.63 / (-) 15.35 
（出所）パーグステン・クライン (1986),P. 136。
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硯地子会社販売と輸出を含めた各国企業の相手国市場の販売総額のうち直．．．．．． 
接輸出は日本企業が86%,米国企業は43%であり，その結果， 日本の対米黒. . . . . . ... . . . . . . . . . . . . . . .
字は貿易だけでは370億ドルであるが，全体としてはわずか 150億ドルにす． 
ぎない。
このように，貿易取引にのみ限定すれば，両国間一日米間にとどまらず一
の不均衡は相互主義に基づく市場アクセス機会均等の観点からみて極めて大
げさなものとなりうる。そして，輸出が国内の雇用を創出し，現地生産が相
手国における雇用機会の創出に貢献することは，一国の経済厚生の観点から
みて貿易不均衡のみ問題にすることの妥当性を損なわしめる。
日米貿易摩擦が激化しはじめた1982年以降， 日米間の貿易の約70%以上が
相手国に所在する子会社との貿易で占められている。その上，日本の対米輸
(5) 
出の増加はかなりの部分在米日系子会社の輸入増で占められている。このこ
とは，日米間の貿易不均衡が先述した日米間の貿易構造の非対称性のみな
らず，両国間の直接投資構造や両国多国籍企業の企業内取引構造における非
対称性と強い関係があることを物語っている。それゆえ， 日米間の市場プレ
ゼンスの確駆は貿易のアンバランスといった表面的な事柄にとらわれること
なく，両国の企業行動の遮いを含めてもっと広範な視点から検討を要する考
察対象であるといえよう。
V 日米間における経済構造の非対称性
80年代における日米貿易不均衡の拡大の根底をなすマクロ要因のうち重要
なのは，貯蓄• 投資アンバランスの増大である。
国民経済計算においては，民間部門における投資を超過する貯蓄は財政赤
字と経常収支の黒字の和に等しい。すなわち，
S-l= (G-T)+(X-M) 
となる。ここでSは民間貯蓄，［は民間投資， Gは政府支出， Tは租税， Xは
(5) 日米の直接投資活動や企業内貿易における非対称性について詳しくは，経済
企画庁 (1990),分析研究編第1章第2節参照。
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表3 日米のマクロ・バランス（対GNP比） (1970-84年） （％） 
民 間 貯 蓄 貯蓄•投資民間投資 政府収支 ノ<ランス 経常勘定
個人 1企業 1合計 (D) (E) (G=C- (F) 囚 (B) (C) D+E) 
16.0 I 
， 
米国
1970年 5.6 10.4 14.5 (-) 1.1 0.4 0.2 
1971 5.6 11.1 16.7 15.4 (-)1.8 (-)0.5 (-)0.1 
1972 4.4 11.5 16.0 16.4 (-)0.81 (-)0.7 (-)0.5 
1973 6.0 11.2 17.7 17.3 0.6 0.5 0.5 
1974 5.9 10.4 16.4 15.9 1-)0.3 0.2 0.1 
1975 
I 
6.1 12.2 18.2 13.3 (-) 4.1 0.8 1.2 
1976 4.8 12.3 17.1 15.0 (-)2.1 I 0.0, 0.2 
1977 4.1 13.0 17.0 16.9 (-)0.9 (-)0.8 (-)0.8 
1978 4.1 13.2 17.3 17.9 0.0 (-)0.6 (-)0.7 
1979 4.0 12.8 16.8 17.5 0.6 (-) 0.1 0.0 
1980 4.2 12.4 16.5 15.3 (-)1.2 0.0 0.0 
1981 4.6 12.6 17.2 16.4 (-)0.9 (-) 0.1 0.2 
1982 4.4 12.6 17.1 13.5 (-)3.8 (-) 0.2 (-)0.3 
1983 3.6 13.7 17.3 14.3 (-)4.1 (-) 1.1 (-) 1.3 
1984 4.3 14.2 18.4 17.4 (-)3.4 (-)2.4 (-)2.8 
日本
1切0年 11.5 22.0 33.1 33.9 1.8 1.0 1.0 
1切1 11.6 21.0 30.8 29.5 1.2 2.5 2.5 
1切2 11.9 20.4 31.9 29.61 (-) 0.1 2.2 2.2 
1973 14.0 18.4 32.0 32.6 0.6 0.0 0.0 
1974 16.8 13.3 29.7 31.1 0.4 (-)1.0 (-)1.0 
1975 16.1 13.0 28.6 26.0 (-)2.7 (-) 0.1 (-) 0.1 
1976 16.5 14.2 30.2 25.9 (-)3.7 0.7 0.7 
1977 15.2 14.5 29.2 23.8 (-)3.8 1.6 1.6 
1979 14.7 16.2 30.3 23.1 (-)5.5 1. 7 1.8 
1979 13.2 16.0 28.6 24.8 (-)4.8 (-)0.9 (-)0.9 
1980 13.8 i 15.5 28.7 25.2 (-)4.5 (-)1.0 (-)1.0 
1981 14.0 14.9 28.2 23.8 (-)4.0 0.4 0.4 
1982 12.5 15.4 27.3 23.0 (-)3.6 0.6 0.6 
1983 12.8 15.2 26.4 21.1 (-)3.5 1.8 1.8 
1984 12.5 15.9 26.1 20.9 (-)2.6 2.6 2.6 
（出所）バーグステン・クライン (1986)P. 36。
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財・サーヴィスの輸出， Mは財・サーヴィスの輸入である。かくして，財政
収支を含む国内貯蓄と国内投資の差は経常収支尻に等しくなり，国内貯蓄超
過（不足）は経常収支黒字（赤字），したがって，海外への資本の純流出（純
流入）に等しい。
表3から，日米間の貿易不均衡がどのように拡大したかがよくわかる。
1970年から82年の期間とそれ以降の期間とでは，日米間で際だって対照的な
マクロ・バランスの動きが見られる。まず経常収支 (X-M)の動きを見る
と，米国では70年から82年にかけてそれは平均してバランスしていたと見な
せる。ほぼ同様のことが日本についてもあてはまる。
しかし， 83年以降経常収支の赤字は対 GNP比で1.0%をこえ，絶対的にも
相対的にも拡大の途をたどっている。..:.....方，日本の場合は米国と逆の動きを
示している。日本の経常収支は70年以降黒字基調に転じているが， 70年から
82年の期間におけるその黒字幅は平均して GNP比0.6%の規模であった。
83年以降経常収支は一貰して黒字であり，その黒字幅も GNP比で平均4%
(1985-87年）と拡大している。
以上みてきたように，日米間の経常収支不均衡は80年代に定着し，拡大し
たが，それと同時に米国の貿易相手国全般にわたる経常収支赤字と日本の経
常収支の黒字幅の急速な拡大が進展したことは否めない。
図2 マクロ的アンバランスをもたす諸要因
貿易不均衡 構造要因 政策要因
X-M =S-1 +T-G 
日本；1 I 黒字拡大 I 黒字拡大 I 赤字縮小
米国 赤字拡大 I 赤字拡大 I 赤字拡大
さらに， 70年以降日本経常収支構造にあらわれた変化の一つとして，それ
まで赤字であった投資収益収支が黒字に転じ，とりわけ82年以降その黒字幅
拡大が著しい。これもまた経常収支黒字の要因として今や無視できない存在
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図3 日本の貿易外収支の推移
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となっている。
周知のように，貿易外収支はサーヴィス収支，投資収益収支，公的取引収
支の三つから成る。図 3 が示すように，サーヴィス収支（運輸・旅行• その
他民間サーヴィスの合計）は慢性的に赤字であり，投資収益収支と公的取引
収支がたとえ黒字であっても貿易外収支の赤字を補てんしきれないのが実状
である。投資収益収支の黒字化，そしてその黒字幅の急速な拡大によって，
それまで赤字幅拡大の一途にあった貿易外収支の赤字縮小が82年から実現さ
れてはいるものの，依然としてサーヴィス収支の赤字基調に変化はみられな
し‘゜
広義のサーヴィス収支である貿易外収支の慢性的な赤字は，貿易収支黒字
の創出により経常収支を均衡させる必要性を意味する。したがって，日本の
貿易外収支の赤字を相殺するために，主要貿易相手国である米国をはじめ日
本が貿易黒字を維持しなければならないことを示唆するようにみえる。
日米構造協議の経済学（田中） (397)71 
しかし，このような必要性はやがて消滅するであろう。というのは， 80年
代，とりわけその後半以降日本の対外純資産の拡大が顕著で，その結果， 日
本のサーヴィス収支そして貿易外収支は均衡に向い，ひいては黒字に転じる
ものと予想されるからである。いいかえると， 日本は未成熟債権国から成熟
(6) 
債権国への移行がいずれ生じるであろう。国際収支の発展段階説との関連に
おいても， 日米間の対外不掏衡をスタティックに貿易不詢衡に限定して問題
にすることは好ましくないし，国内市場への外国の浸透度をたとえ財のみな
らずサーヴィスも含めたとしても貿易の不均衡に限定して考えることは，正
しい認識とはいえない。先述のように市場浸透度は互いの輸出のみならず硯
地子会社を通じるのも含めて算定しなければ，二国間の市場浸透度の観点か
らみて対外不均衡を過大に評価することになるし，少なくとも経常収支の不
均衡の持続をいたずらに予想させることにつながってこよう。
ところで，先に示した表 3 は輸出入ドランスと民間貯蓄• 投資バランスと
の対比を可能にさせる。日本の民間貯蓄率は1980年代に入って低下傾向は認
められるものの，概して30%前後の水準で推移している。米国ではそれは平
均17%位の水準である。とくに家計貯蓄率の日米格差が顕著であり，企業部
門の貯蓄率の差は近年ではほとんど認められない。
他方，民間投資率は日本では長期的に低下傾向にあるが，米国ではほぼ横
ばいの状態が続いている。かくして， 日本の民間貯蓄• 投資バランスは依然
として貯蓄超過傾向にあり，この貯蓄超過の拡大は政府部門の赤字をほてん
してもなお余りあるほどであった。これに対して米国のマクロ・バランスは
逆方向に進展している。
日本で財政赤字がとりわけ82年以降縮小していた時，米国では逆に財政赤
字の拡大が生じた。日本における民間投資の停滞ないしは低下および財政赤
字の縮小と米国における民間貯蓄率の低下およびレーガノ・ミックスなどに
よる財政赤字の拡大は， 日本における財政収支を含む国内貯蓄超過と米国に
おける財政収支を含む国内貯蓄不足といった対照的なマクロ・アンバランス
(6) 秋山太郎 (1986)参照。
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の拡大をひきおこした。こうした貯蓄• 投資アンパランスに対応する形で，
(7) 
両国間の経常収支格差が拡大したといえよう。
ここで収支不均衡を持続・拡大させうるもう一つの要因として為替レート
のミスアラインメントが考えられよう。しかし，為替レートのミスアライン
メントを日米貿易不均衡の持続および拡大の主要因とみなすことが正しくな
いことは計量モデルによる検証の結果から明らかであり，為替レートが貯蓄・
投資バランスを動かすことがあっても，それは日米貿易不均衡の存在を充分
(8) 
に説明するには程遠い。それぞころか，米国のマクロ経済政策運営の失敗が
為替レートの貿易不均衡調整能力を低下させ，日米貿易不掏衡を持続・拡大
させた主要な要因であるという主張が可能である。
VI 日米貿易不均衡の構造要因とその是正
以上検討してきたように， 日米貿易不均衡の発生原因は構造的・政策的要
因に強く求められる。日米構造協議では，日米貿易不均衡は構造的要因（マ
クロ的貯蓄•投資アンバランス）によるものという正しい認識が交渉過程の
中でようやく正面に出てきたが，その反面， 日本市場の閉鎖性（目にみえぬ
貿易障壁•国内市場における外国企業に対する参入障壁）に対する不満の高
まりもみられた。そこで， 日米構造協議において米国が日本の高貯蓄・低消
費・低投資といったマクロ的アンバランスをもたらす諸要因として指摘した
ものを列挙するとともに，それらの是正策としてどのような要求をしてきた
かを図にまとめると次のようになる。
この図から米国側の論理を理解するには若千の説明が必要であろう。時間
(7) 1980年代における日米貿易不均衡の拡大において日米の財政収支の動き，とり
わけ米国の貯蓄•投資バランスの動きが主たる要因である，という見方は日米双
方のエコノミストの間で共通に存在する。例えば植田和男 (1986),同他 (1990),
，，ゞ グーステン・クライン (1986)などを参照。
(8) 詳しくはバーグステン・クライン (1986)PP. 51-70および P.66脚注 (18)を
参照。
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図4 日本の高貯蓄・低消費・低投資の原因
銀行系カードに
分割返済機能を
＊時短や有給休暇の消化困難、 時間節約型消費が伸びても
高速道路網の未整備→｛時間消費型消費が抑制｝→C↓
＊消費者金融の未整備→S↑→C↓
＊不十分な社会保障制度→S↑→C↓
＊高地価て高建設コスト（用地費）→ I↓,G↓ 
s↑→C↓ 
＊貯蓄金利優遇税制→S↑→C↓
＊ポーナス制度→S↑→C↓
公共投資の総額
GNP費の年度計画
土地税制改革
（固定資産税の強化）
（譲渡課税の軽減）
農地の宅地化促進
市街化区域内規制緩和
（容積率など）
節約型消費とは，例えば，自動皿洗機といった余暇にまわす時間の創出に貢
献すると考えられる耐久消費財などの購入を意味する。他方，時間消費型消
費とは文字通り旅行などに出かけることを含み，余暇消費はこうした両者か
ら成ると考えられる。しかし，明らかに本来の余暇消費は後者である。かく
(9) 
して，日本では労働時間の短縮や有給休暇の完全消化が困難である以上，余
暇消費を高めるには高速道路網の整備によるレジャー・ベースヘのアクセス
時間の短縮が何より重要という考えである。さらに地価抑制のためには，土
地供給の増大や土地の有効利用の促進が欠かせない。
さて，米国が強く要求し最終報告においても日本が強調した公共投資の拡
大がマクロ的アンバランスの解消策としてどの程度有効かについて検討しよ
う。これは明らかに， 日本の財政収支悪化を通じて日本の経常収支の削減を
(9) 労働時間の短縮や有給休暇の完全消化が困難である理由については，労働省
(1986)参照。
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実硯させる意図に他ならない。したがって，これと並行して米国の経常赤字
の縮小をはかるという対照的な方策がとられることが肝要である。
日本が最終報告書で呈示した公共投資の拡大計画は， 1991年~2000年にわ
たる10年間で前半の5年間における182兆円の規模を含め430兆円に達する。
これは過去10年間の公共投資総額の1.6倍である。予想名目経済成長率を年
平均4.75彩とすれば， GNP比では用地費込みで90年の7.2%から2000年には
(10) 
8.4%, 用地費を除くと6.3%から7.3彩に上昇する投資総額である。
周知のように，公共投資は国民福祉目的でなされる景気変動と独立した恒
常部分と経済安定策として用いられる景気変動部分に分かれる。最終報告書
では，住宅・下水道・都市公園など生活関連部分の比率を硯行の50彩強から
60%へ増大させることが明示されている。
財政支出の主たる機能は，公共財の供給など資源配分機能，社会保障など
所得再分配機能，景気循環に対する経済安定化機能であるから，生活関連の
財政支出の拡大は第1and/or第2の機能に属し， 国民福祉の向上に貢献
する。しかし，生活関連の公共投資というのは日米貿易不均衡といった個別
の対外経済問題とは独立に行われるべき性格のものである。
そのうえ，最近では戦後一，二を争う長期間にわたる好景気や資産価格の
上昇による法人税や相続税などの増収により，財政支出の自動安定化機能の
発揮が充分であり，裁量的財政政策の安定化効果を上回っている。このこと
は同時にこれまで財政赤字縮小にプラスに作用してきた。だが，公共投資の
急速な拡大ー10年間で430兆円が急速な拡大にあたるか否かは検討を要する
もののーがこうした財政支出の自動的効果を打ち消すような財政の硬直化を
もたらさないという保証はない。実際，来年度予算で償還を含めた国債費が
一般会計の支出全体の約22彩を占めると予想される。さらに公共投資の拡大
が労働市場での需給ひっ迫をより激しくさせる方向に作用すれば，人件費の
上昇を招き，内外価格差を拡大させるに充分であろう。
(10) 日本経済新聞社の試算による。
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両国におけるマクロ・アンバランスの是正が日米貿易不掏衡の解消にとっ
て何より重要だとしても，ここで問題とすべきは公共投資の拡大が貿易黒字
縮小策としてどの程度有効かであろう。
公共投資の拡大はそれ自休乗数効果を通じて国民所得を増加させ，その結
果輸入増加を招く。しかし，財政支出の拡大が金利上昇をひきおこせば，そ
れは民間貯蓄の増加，民間投資の減少ーその程度はもちろん貯蓄およぴ投資
の利子弾力性に依存するーをひきおこす以上，かえって貿易黒字を招く。
このように，相反する二つの作用は対外的には貿易黒字の縮小が必ずしも
期待できない可能性を示唆している。それゆえ，ここで，国内金利の上昇に
伴う海外からの資本流入の結果，為替レートが下落（円高）し，輸出減・輸
入増となることを期待せねばならない。つまり，為替レートの変化による不
均衡の是正が充分に発揮されなければ，公共投資拡大による貿易黒字縮小が
困難になるといえよう。
ところで，政府部門の貯蓄•投資バランスのみならず民間部門も含めた一
国全体の貯蓄• 投資バランスが対外部門のパランスに反映される。日本の場
合，財政収支の赤字を大幅に上回る民間収支の黒字（民間貯蓄超過）が対外
収支の黒字の支配的な要因となっている以上，民間部門における貯蓄•投資
のアンバランスに焦点を移そう。
それはマクロ的には貯蓄率と投資率のアンバランスの問題であるが，以下
ではとくに前者を中心に検討しよう。というのは投資率よりも貯蓄率の方が
構造的諸要因に左右される所大であると考えられる。また， 日米構造協議に. . . . . . . . . .. . . . . . . 
おいても日本の貯蓄率の高さには根深いものがあるから，高貯蓄に対応した
高投資へと投資率を引上げることに米国の要求の重点がおかれた感がするか
らである。
日本の家計（個人）貯蓄率が伝統的に高い水準にあることは，国際比較を
してみると明白である。日本の個人貯蓄率の高さとアメリカのそれの低さ
は，対照的な長期にわたる事実であることが知れよう。日米構造協議におい
ては米国の理解に従えば，あたかも日本の高貯蓄率は日本固有の制度や経済
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表4 民闊貯蓄率の国際比較（対NNP,GNP比）
平 均
1960-70 J 1971-80 / 1981-87 
1986 1987 
アメリカ NNP比 9.9 10.2 8.1 7.9 6.5 
GNP比 17.7 19.2 18.7 18.1 16.7 
日本 NNP比 18.9 20.1 15.9 16.0 14.4 
GNP比 28.7 29.9 26.8 27.1 25.8 
西ドイツ NNP比 13.5 11.0 9.4 11.1 11.7 
GNP比 21.1 20.2 20.0 I 21.5 21.7 
フランス NNP比 ． 13.8 9.1 9.9 8.6 
GNP比 ． 22.0 18.8 19.3 18.5 
イクリー NNP比 13.9 16.3 14.4 . ． 
GNP比 19.7 22.9 21. 7 ． ． 
イギリス NNP比 6.3 7.8 7.9 6.9 6.6 
GNP比 13.1 16.4 17.7 16.8 16.3 
カナダ NNP比 8.6 12.3 13.6 12.1 12.4 
GNP比 18.1 20.7 22.5 21.3 21.3 
オーストリー NNP比 10.9 12.2 10.8 11.3 12.8 
GNP比 20.8 21.7 21.1 21.6 23.0 
ペルギー NNP比 13.1 14.9 14.0 15.6 14.5 
GNP比 21.2 22.5 21.8 23.2 22.0 
デンマーク NNP比 . 8.1 7.3 2.8 3.2 
GNP比 ． 14.8 15.2 10.9 11.4 
フィンランド NNP比 8.1 6.7 7.2 4.8 6.9 
GNP比 18.2 19.3 20.0 18.0 19.7 
ギリシャ NNP比 11.2 18.7 15.6 13.7 14.4 
オランダ NNP比 ． 13.8 14.7 15.7 13.9 
GNP比 ． 20.8 22.8 23.7 22.3 
ノルウエー NNP比 7.4 5.4 6.2 1.2 3.6 
GNP比 19.4 18.8 19.2 14.5 17.1 
スウエーデン NNP比 . 5.3 5.7 5.4 2.8 
GNP比 . 14.2 15.5 15.0 12.7 
スイス NNP比 16.1 15.2 16.3 17.5 18.2 
オーストラリァ NNP比 ． 10.5 5.3 4.2 5.5 
GNP比 . 21.1 18.4 18.1 18.9 
各国平均 NNP比 ． 12.0 10.0 10.0 9.3 
GNP比 . 21.0 20.4 20.3 19.7 
（注）イクリーを除く。 （出所） OECD(1990), P. 25。
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事情のため今後も持続するものと考えられているように見える。だが，今後
とも日本の高貯蓄率は維持されうるであろうか。そして米国の低貯蓄率は社
会的に望ましい水準にあるといえるのだろうか。これらの点については節を
改めて検討しよう。
Vl 日本の高貯蓄率の原因と今後の貯蓄率の見通し
前節で示したように， 日本の民間貯蓄率が極めて高く，米国のそれが極め
て低いという対照性をどのように理解すればよいであろうか。
貯蓄率の決定要因についてはさまざまな議論がこれまで随分なされてき
た。ここでは貯蓄の決定要因について理論的な検討を加えることは主たる目
(11) 
的ではない。以下では， まず日本の高貯蓄率の説明要因として従来から考え
られてきたものを列挙し，それらが家計貯蓄率に与える影蓉を明らかにしな
がら，今後の民間貯蓄率の見通しについて考察を行うことにする。
図5 日本の個人，企業貯蓄率の推移（対国民純生産）
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（出所）経済企画庁「国民経済計算年報」ほか。
(11) 貯蓄率の決定要因に関する既存の理論的・実証的分析については， OECD(1983)
で詳細なサーヴェイが行われている。
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図5に示されている日本の家計貯蓄率の推移から， 日本の個人貯蓄率が第
1次石油危機を境として，それまでの上昇すう勢から下降すう勢に転換して
いることがわかる。従来， 日本の高貯蓄率は主に家計（個人）部門によると
されてきたが， 1976年を境に貯蓄構造が大きく変化している。個人貯蓄率は
76年以降急激に低下する一方，企業貯蓄率は上昇傾向にある。この結果，近
年では民間貯蓄率に占める企業貯蓄率の割合が増加している。デークから企
業貯蓄と個人貯蓄の代替性がうかがえる以上，将来の民間貯蓄率の見通しを
(12) 
考察するには個人の貯蓄行動にのみ焦点を合わせていては不充分であろう。
将来の民間貯蓄率をうかがい知る上で日本の高い個人貯蓄率の説明要因を
検討することは予備的作業として必要であるし，また日米構造協議において
米国側の主張した論理が経済学的にみて妥当なものであるかを判断する上で
も重要であろう。
まず，我が国において民間部門の貯蓄超過を生み出す原因として家計貯蓄
率の高水準が一般的に指摘される。もちろん，貯蓄•投資バランスは貯蓄率
のみならず，投資率にも依存する。 しかし， 日本の投資率は貯蓄率と同様
(12) 部門間貯蓄の代替性については家計貯蓄，政府貯蓄，企業貯蓄の三者の間で考
えられる。政府と家計の間の貯蓄代替は完全ではないが，家計と企業の間の貯蓄
代替はほぽ完全であることが知られている（香西泰 (1981)参照J。76年以降の家
計貯蓄率は低下しているが，低下部分の最大8割は企業貯蓄に代替されている。
ところで， SNAベースの貯蓄率では，厚生年金基金（調整年金）は社会保障基
金に含れ，適格退職者年金（適格年金）は個人部門に含まれる。近年，前者の基金
創設が激増している。また，両年金資産は給付時までは企業の手元にあり，個人
の自由な処分は認められないものである。かくして，これらの年金資産をともに
企業部門に移す調整を行えば， 76年以降の個人貯蓄率の低下幅と，企業貯蓄率の
上昇幅がより大きくなり，企業貯蓄と個人貯蓄との代替性が強まる以上，民間貯
蓄率について論じる場合には個人の貯蓄行動に関する分析に頼っていては不充分
である。この点について詳細は，例えば90年7月19日付日本経済新聞社の経済教
室のコラムを見よ。また，日米間の貯蓄率格差—一般的には貯蓄率の国際比較
において—ーは，国民所得統計上の処理の相逮その他によって生じている側面が
ある。この点については，日本銀行 (1988),および経済企画庁調査局 (1990),
PP.274-77. などを参照のこと。
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に，戦後一貫して他の先進諸国に比べて高水準であった。
高い家計貯蓄率を生み出す要因としてよく指摘されることは，以下のよう
である。第1に，高い経済成長率があげられる。これは恒常所得仮説に基づ
くものである。つまり予想以上の所得の増加は家計にとって臨時所得とみな
されるため消費より貯蓄に向い，貯蓄性向が高くなる。第2に，人口構成が
関係する。すなわち，貯蓄の主体となる若中年層の人口比率が高く，老令人
口を上回っている程，貯蓄率が高まる。これにはライフサイクル仮説による
説明が有効である。つまり，貯蓄を行う世代の人口が貯蓄を取り崩す世代の
人口を上回っている差が大きい程，高い貯蓄率が実硯されよう。第3に，ポ
ーナス制度が家計貯蓄率を引上げている。これについても経済成長と同じ
く，恒常所得仮説が有効である。日本ではボーナス所得の勤労所得に占める
割合が高く，変動的である。したがって，家計がポーナスを臨時所得とみな
せば，恒常所得仮説が成立しよう。第4に，社会保障制度の不備が挙げられ
る。社会保障制度の遅れ，とくに年金の低い給付水準が自助努力による老後
の生活保障を促進させたという見方である。第5に，子供の教育費がかさむ
こと。これはとくに日本では，高等教育への就学率が高い一方，財政支出が
初等・中等校へ偏っていることから生じている。第6に，高地価・高住宅価
格の存在が挙げられる。平均所得に比べて高水準である宅地価格と住宅金融
の発達の遅れから，住宅取得のため若い世代から貯蓄をする必要があり，そ
れが貯蓄率を押し上げている。第7に，貯蓄優遇税制の存在が高い貯蓄率を
もたらす。第8に，消費者信用制度が未発達であるため，所得制約で消費支
出が抑制され，その結果貯蓄率が高くなっている。
これらの要因のうち，ポーナス制度，社会保障制度の不備，高地価，貯蓄
優遇税制，消費者信用制度の未発達などが， 日米構造協議において， 日本の
貯蓄超過の発生原因として指摘された。
貯蓄優遇税制とは大正9年の所得税法改正に端を発し， 1988年4月から原
則廃止された非課税貯蓄制度のことである。しかし廃止後，家計貯蓄率にほ
とんど変化がみられなかったことから，その貯蓄率引上げの要因としての評
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価は疑問視されている。小川 (1989)の試算によれば，貯蓄の利子弾力性が
小さく，したがって非課税貯蓄制度の総貯蓄に与える数量的効果は乏しく，
高家計貯蓄率の説明要因としてほとんど重要性をもたない。
高地価が貯蓄率を引上げる要因となっているかについても疑問が生じる。
先述したように，高地価と貯蓄率との関係は，住宅購入予定世帯と既購入世
帯の比率に依存する。又，持家をあきらめることは貯蓄率を引下げる以上，
地価や住宅価格の上昇率も影響する。さらに，資産効果に基づく消費拡大を
考えると，土地購入世帯と売却世帯間での平均貯蓄率の相逢も関連してこよ
う。 . . . . . . . . . . . 
少しばかりの検討を加えただけでも，日米構造協議における米国側の日本. . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
の高貯蓄率に関する認識の論拠が乏しいことが知れる。
均衡が主として日米間のマクロ・バランスの非対称性から生じている以上，
日本の高貯蓄率の原因はどこに求められるのか，そして今後も高い貯蓄率が
しかし， 日米貿易不
維持されうるかが，ここでの主な関心事となる。
貯蓄率の決定要因については， ライフサイクル仮説に有力な説明力がある
ことが一般に認められている。ホリオカ (1989)はこの仮説に依拠して，先
進諸国 (OECD諸国）間の民間貯蓄率格差の決定要因， 日本の高民間貯蓄
率の説明要因，そして日本の民間貯蓄率の将来の動きの決定要因などについ
て統計的検証ならびに推定を行っている。
ホリオカの1975年から84年の期間にわたる分析結果を要約すれば，次のよ
うである。
民間貯蓄率の国別格差についてはライフサイクル仮説があてはまり，
人口の年令構成とリクイアメント・スパンの長さが決定要因として挙げられ
(1) 
る。
性，
日本の際だって高い民間貯蓄率は，主として人口の年令構成の特異
とりわけ高年令層 (65オ以上）と若年層 (19才以下）ーしたがって20オ
から64オまでが労働力人口となる一のシェアの低さによる所が大である。
日本の民間貯蓄率の将来の見通しを左右する第一の要因は人口の年令
(2) 
(3) 
日米構造協艤の経済学（田中） (407)81 
構成であり，急速な人口の裔令化は，若年令の比率の低下による貯蓄率上昇
圧力にもかかわらず民間貯蓄率を引き下げるであろう。民間貯蓄率は1989年
までその低下は綬慢であるが，その後急激に低下しよう。したがって， 自禾. . . . . . . . . . . . .. .. . . . . . . . . . . . 
の貯蓄率を引き下げようとする努力は不要であり，むしろ今世紀末には貯蓄
増強策が要請されると考えられる。（傍点筆者）。
1967年から1976年までとそれ以降とに分けると，前半における貯蓄率の上
昇は高い経済成長率に支えられた側面が強く，後半の家計貯蓄率の低下にお
いて社会保障の充実が貢献していることがわかる。 さらに詳しくみると，
1976年まで家計貯蓄率の上昇は所得の高い伸ぴ， インフレの進展，若年人口
(15~24オ）の割合低下が貯蓄の増加に寄与した結果であり， 77年以降のそ
の低下には，若年層がほぼ横ばいで， 60オ以上の高令層比率のゆるやかな上
(13) 
昇の結果，人口構成の高令化の進行が寄与している。それとともに社会保障
は家計貯蓄へのシフトを生じさせている。
しかし，近年の家計の貯蓄残高の増加を考察すると，地価高騰や株価の上
昇ないしは下落がキャビクル・ゲインに与える影響を無視できない。経済成
長率の貯蓄率に及ぽす影響はインカム・ゲインとのかかわりであり，キャピ
タル・ゲインの消費，したがって貯蓄に及ぼす影響の存在は，家計の資産残高
や資産内容が家計貯蓄率の動きに関係することを示唆する。地価の貯蓄率ヘ
の影響を考える場合にもこのことはみすごせない。つまり， ミクロ的には高
地価は宅地購入計画世帯にとっては，目標貯蓄額の引き上げをとれば貯蓄率
を上昇させるし，もし持家の断念に向えば貯蓄率の引き下げとなる。他方，
既に土地を資産として所有している世帯にとっては資産効果が作用して貯蓄
を減らす方向に作用する。日米構造協議では高地価が家計貯蓄率を押上げて
いるとの指摘がなされたが，経済企画庁の試算結果では反対の関係が得られ
ている。
社会保障制度と家計貯蓄率との関係については，その不備が家計の貯蓄率
を押し上げるという主張は正しい。先の企画庁の計測においても公的年金の
(13) 経済企画庁調査局 (1990),PP. 41-3, および PP.285-91. 参照。
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家計貯蓄との代替関係は明らかである。
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人口構成の変化，経済成長，物価成長，資産成長（キャビクル・ゲインの
資産効果）などを説明変数とした企画庁の一般モデルによる推計からも先の
ホリオカの予測と同じく，家計貯蓄率の低下が今後の見通しとして得られて
ぃ笈
以上の考察から明らかなように， 日米構造協議における米国側の日本の貯. . . . . . . .  . .. .. . . . . . . . . . 
蓄•投資バランスに対する理解の多くは経験的証拠や学問的推論に欠け，き. . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
わめてアド・ホックなものであるといわざるを得ない。したがって，そうし
た理解から導かれる解決策もまた筋ちがいなものとなる。貿易不均衡を二国
間で解消しようとすること自休困難であり，かつまた短期的にしかも個別的
な措置に解決を求めることも誤まりである。
vi 家計貯蓄率決定のミクロ的要因
日米の家計貯蓄目的を比較すると，貯蓄動機に大きな相遮がみられる。い
ささかデークは古いが，アメリカでは老後の生活費と不景気の備えが支配的
そして子供の教育費の順であな貯蓄目的であり，次いで病気・災害の備え，
(16) 
る (1978年現在）。
日本では，貯蓄目的として病気・災害の備えが伝統的に第1位を占めてい
るが，第2位以下の貯蓄目的は70年を境にして様変りしている。 70年頃まで
は，第2位は子供の教育費・結婚資金，第3位住宅の購入，第4位老後の生
活費の順であった。ところが70年代に入るにつれ，子供の教育費・結婚資金
のウエイトにさほどの変化はみられないものの，住宅の購入が著しくウェイ
トを下げた反面，老後の生活費のウェイトが急上昇し，最近では老後の生活
(17) 
費が第2位に浮上し，住宅の購入は第4位に落ちている。こうした変化は持
(14) 
(15) 
(16) 
(17) 
前掲書 PP.292-95。
同上， PP.295-97。
藤江 (1986)P. 198参照。
貯蓄経済研究センクー (1989)P. 9参照。
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家比率の上昇や地価の著しい上昇に伴う持家志向の低下や進みつつある高令
化社会への移行を反晩しているように思える。
先に指摘したように， 日本の家計貯蓄率は近年低下傾向にあるとはいえ，
先進諸国の中では依然として高水準である。日本の家計貯蓄率の高さに対
して，先述の貯蓄目的にそって合理的な説明を付与しようとする試みが，ホ
(18) 
リオカをはじめとして最近精力的に展開されている。
もっとも， ミクロ的に重要だとしても，貯蓄動向のマクロ的説明要因とし
て有力であるとは限らない。年令層別世帯によって家計貯蓄率に差が出るこ
とに目を向ければ，貯蓄をしている世帯と貯蓄の取り崩しをしている世帯が
存在し，家計部門全体の貯蓄率はこの両者の差し引きに左右されるからであ
る。したがって，いずれの貯蓄目的にせよ，この点を検討しなければいわば
合成の誤謬めいた誤りをおかしかねない。米国側の官僚のみならず時には大
学工コノミストさえ表明する， 日本は地価が高いから貯蓄率が高いという見
解はこの類に属しよう。例えば，高地価は将来の住宅取得に備え貯蓄を増加
させるかも知れないが，持家世帯比率のある水準までの上昇がその必要性を
減じたり，あるいは地価の上昇が逆に家計の住宅取得意欲を減退させ，将来
の消費よりも現在の消費の充実により効用増大を図ろうとするかぎり，高地
価が貯蓄率を引上げる，ないしは高貯蓄率が維持されるとは必らずしもいえ
ない。
さらに， 日本は子供の教育費が高くつくし， 日本の家計における教育熱心
が日本の高家計貯蓄率を支えていると一般に考えられがちである。これもま
た同様に，子供の教育費のために貯蓄をしている家計の貯蓄合計は，子供の
教育費を支払うために貯蓄を取り崩している合計によって相殺される可能性
が考えられよう。最後に，たとえ第2位である貯蓄目的にせよ， もしその貯
蓄目標額（必要貯蓄）がそれ程大きくないならば，取り崩しが少なくても貯
蓄率水準を左右する要因としてマクロ的な重要性をもたない。
(18) 各々の貯蓄目的と貯蓄率との関係については， ホリオカ (1985), (1987), 
(1988)などを参照。
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1X 輸入拡大と日本市場の閉鎖性
これまでの一連の貿易摩擦現象において，ますます強調の高まりをみせて
きた米国側の主張の一つは， 日本市場には固有の許・認可制度や商取引慣行
が存在し，これらが参入制限，したがって自由な競争の阻害を導き，とりわけ
外国（米国）企業にとって高い参入障壁を形成している，というものである。
こうした論理は日米構造協議にもひきつがれ， 日本市場の閉鎖性，すなわ
ち目にみえぬ貿易障壁ないし参入障壁に関して，その存在の具体的指摘とそ
の徹廃要求がくり返し強くなされてきた。しかし，ここで見過せないのは，. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
それが真に日本市場に固有な制度・慣行であるのか，そしてたとえそうであ. . . . . . . . .. . . . . . . . . . . . . 
るにせよ，それらが果して参入制限，競争阻害的に作用しているのか，とい
う問題であろう。にもかかわらず， 日米構造協議にとどまらず，これまでの
日米貿易不均衡解消をめぐる種々の交渉の中で， 日本に固有→外国にとって. . 
不透明→参入障壁の形成→競争阻害，といった短絡的な論理が絶えず横行し
ていたことは否めない。
この二つの観点から， 日米構造協議の俎上にのぽった様々な制度や取引慣
行を厳密に検討することは容易ではないし，それ自体日米貿易不均衡の存在
とは独立に，競争秩序と経済厚生の問題として取り組みを要する課題であろ
う。むしろここでの関心事は，米国側から指摘された諸制度の改善・撤廃や
取引慣行の是正が日米貿易不均衡の解消策としてどれ程有効であるかにしぼ
られる。
日米構造協議の最終報告書において，輸出や直接投資といったチャネルを
利用して日本市場に参入しようとする場合に外国（米国）企業にとって障壁
となると指摘された制度は，大店法，輸入総代理店制度，酒販法などであ
る。また，取引慣行では，金融機関を中心とした企業系列（メインバンク系
列），系列取引や流通の系列化に代表される垂直的な企業系列，そして株式
の相互持合といった一連の取引の系列化がやり玉にあげられた。
最終報告書では，大店法については出店調整処理期間の短縮，酒販法につ
いては大規模店舗での酒類販売の認可，さらに93年秋までにそれ以外の一般
日米構造協議の経済学（田中） (411)85 
店舗の全てに販売免許の付与，輸入総代理店制度については独禁法の厳正な
運用が回答となっている。
だがすぐわかるように， スーパーの店頭では外国製品が売りやすく，一般
小売店では売りにくいというわけではない。実際，デパート・スーパーにお
ける販売高にしめる輸入品のシェアがとくに目立っているのでなく，一般小
売店での輸入品販売に重点が移っている傾向さえ見られる。個々の輸入品専
門店や輸入品専門店が集まったショッピング・モールの展開が最近著しい。
最近ではかつてのようにいわゆる舶来品志向はそう強くないものの，安価
であれば国産品から輸入品に代替するというより，むしろ高価でも満足すれ
ば輸入品もという消費者の購買選好が高まっている（表5参照）。この限り
では輸入品の価格弾力性はさほど大きくないと考えられ，大衆的なスーパー
・マーケットの店頭で輸入品がより多く売れるという期待は実硯しそうにな
い。米国側の大店法綬和の要求は，単に米国消費者の購買パターンースーパ
ー・マーケットが主である一を専門小売店が相対的に多い日本市場にそのま
ま適用したややミステリーディングなものといえよう。
いずれにせよ，製品輸入に占める割合からみれば，現行の制度が輸入拡大
を制限しているという証拠は見い出せないし，大店法の緩和が日米貿易不掏
表5 消費者の輸入品に対する嗜好の変化（小売業アンケート）
食料品 I 衣料品 身の回り品
消費者は I 5年前 I現在--I 5年前 I現在 I5年-前 1壊在. 
国産品嗜好が強い 34.1 I 0.0 21.7 I 0.0 I 21.4 0.0 
輸入品嗜好が強い 1.3 I 2.3 13.0 o.o 16. 1 4.4 
区別しない 24.4 37.2 8.7 40.8 I 11.9 28.9 
安価なら輸入品も 12.2 9.3 15.2 12.2 11.9 0.0 
高価でも満足すれば輸入品も 4.9 46.5 17.4 ' 40.8 ! 11.9 59.9 
国産・輸入は購買層が別 14.6 2.3 23.9 j 4.1 I 26.2 4.4 
その他 2.4 2.3 o.o I 2.0 1 o.o 2.2 
合計 99.9 99.9 _ 99.9 99.9 100.0 99.8 
（出所）通産省商政課絹「90年代の流通ビジョン」通商産業調査会、 1989年、 P.114。
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衡の解消に貢献しうる程度は評価するほどのことではなかろう。
酒販法に至っては，米国側の主張は本末転倒もはなはだしいといわざるを
得ない。米国では確かにスーパー・マーケットの店頭でビール・ワインなど
が購入できる。一方， 日本では酒類販売のライセンスを得ているスーパーで
のみ，それらの購入が可能である。しかし，米国における犯罪のかなりの部
分はドラッグとアルコールが関係しているというのも事実であろう。
例えば，国営のリカー・ストアでしか酒類を一切入手できないカナダの方
が治安が良いこととこうした酒類販売の異なる状況との間に有意な相関を見
い出すことは，むずかしいかもしれない。しかし，米国のナショナル・プラ
ンド・ビアであるパドワイザーは国内ウィスキー・メーカーによってライセ
ンス生産されているし，小売酒店の店頭で容易に入手できる。また，アメリ
カ特産のバーボン・ウィスキーにしても， 日本市場ではプレミアム・ウィス
キーと同様に，かなりブランド・イメージの強い商品である。
酒販法の立法趣旨が何であれ，酒類販売に関して一切制約を設けない方向
に移行することは厚生や治安上良いことは決して思えない。ウィスキーの自
国内での販売上の制約や市場縮小に伴って， 「最後のよりどころ」として比
較的販売上の制約の少ない日本市場を求めようとする戦略は，かつてのクバ
コの自由化を求めた米国の方策と軌をーにするものという見方さえ生じさせ
よう。
経済学には，中央銀行の役割として「最後の貸手(lenderof last resort)」
という用語があるが， どうやら米国側の主張にはタパコやウィスキーなどに. . . . .. . . 
閲して最後の買手 (buyerof last resort)として日本市場が位置付けられ
ていると感じさせるむきがある。
流通の系列化をはじめ企業の系列取引が市場構造を歪め，市場成果を悪化
せしめているか否かについては，これまでの経験的検証の結果では明確な判
断は留保される状況にある。いいかえると，この点に関して米国側の認識が
(19) 
正しいものか否かについては何ら経験的証拠は存在しないのである。
(19) 流通の系列化に関する経験的検証については，詳しくは拙稿 (1990)参照。
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最後に，独禁法の運用基準の強化に至っては，それが対米輸入の増大にい
かに結びつくのか，それこそ不透明きわまりない。
X おわりに
日米貿易摩擦は古くて新しい問題である。古くは1960年代の繊維，鉄鋼に
はじまり， 70年代に入るとテレビ，工作機械， 80年に入ると自動車，半導
体，さらには建設，金融， コメと広がってきた。その結果，いろいろな分野
で輸出自主規制が定着してきたことは周知の事実であろう。
その背景にはボスト冷戦時代を迎えて国際関係における経済力の影響を重
視する傾向が生じたことや長期的には米国経済の相対的低下と日本経済の世
界的地位の向上，そして米国艤会のガヴァーナリティの低下などが作用して
いるに進いない。
貿易際擦の発生・進行とともに Moss(Market Oriented Selective, 市
場重視型個別協議）や OMA(Orderly Marketing Agreements, 市場秩序
維持協定）などの二国（政府）間協議が慣例化している。しかし， 日米構造
協議はこれまでの日米貿易摩擦問題をめぐる政府間の交渉とは異なってい
る。それは，これまでの折衝が米国側の一方的注文一日本が不公正であり，
米国は公正であるという主張ーに応じて最終的には日本が折れ米国の要求を
のむといったパターンであったのに対して， 日米構造協議では相互に構造問
題の所在，そしてその是正策を検討しようとする姿勢がみられたことであ
る。そして貿易不均衡が構造的基因（マクロ的貯蓄• 投資アンバランス）に
よるものであるという認識がはじめて正面に出てきた。
とはいえ， 協議が進むにつれ， 日米間でマクロ経済政策に関するスクン
ス，両国市場の開放性，そして企業努力に対する認識や理解にかなりギャッ．． 
プがあることが明らかとなった。そして日米構造協議は，米国側の成果主義
(result-oriented approach)の下で日本市場の閉鎖性や日本企業の不公正
さがくり返し主張される交渉であったともいえる。その点では， 日米構造協
膜はマクロ・レヴェルの問題をミクロ・レヴェルで解決しようとする見当ち
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がいの方向をたどっており，本稿での分析で示されたように，米国側の要
求，そして最終報告書に盛り込まれた諸策に米国の対日貿易赤字を縮小させ
る効果を期待することは無理であろう。
不公正であるとか，閉鎖的であると主張する場合に少なくとも経験的証拠
がなければ，意味のない単なる印象というそしりを免れないであろうし，そ
の点について客観的な基準ーそれは学問サイドから築かれるべきものである
ーを確立しようとしなければ，政策的合意においてみるべきものに欠けるこ
ととなろう。
地価の抑制や高速道路網の整備などは日米貿易不均衡の解消とは本来独立
な問題であり，経済学的関連付けに乏しい。
ともあれ，本稿は日米構造協議における交渉内容を経済学のサイドから吟. . . . . . . 
味する意図で書かれた。そこで討議された内容が余りにも広範囲なため，充
分な吟味がなされたか疑問ではある。しかし，政治問題化した経済問題に経
済学サイドから純粋に検肘を加えることは決して無駄なことではない。
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